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デジタルアーカイブ利活用検証等業務 

公募型プロポーザル実施要領 

 

1 業務の目的 

平成 28 年度より継続して実施してきた大熊町内の 3D データ測量業務はその活用方法の

検討が十分ではなかった。本業務は、これらの 3Dデータを、現在整備中の社会教育複合施

設等でのデジタルアーカイブとしての利活用を想定したコンテンツ開発及びそれに伴う再

測量や再編集、ならびに当該コンテンツの検証及び評価を行うものである。 

 

2 業務内容 

（1）業務名  デジタルアーカイブ利活用検証等業務 

（2）仕様  別紙「デジタルアーカイブ利活用検証等業務仕様書」の通り（以

下、「仕様書」という） 

（3）業務期間   契約締結日から令和 8年 3月 31 日まで 

（4）委託費の上限 金 15,367,000 円（消費税及び地方消費税込み） 

 

3 プロポーザルに係る事項 

（1）プロポーザルの参加資格 

デジタルアーカイブ利活用検証等業務公募型プロポーザル（以下、「本プロポーザル」と

いう。）に参加できる者は、次に掲げるすべての項目を満たす単体企業または設計共同体の

いずれかの者とする。なお、条件を満たさない者の企画提案は受け付けない。 

①単体企業 

(ア)地方自治法施行令(昭和22年政令第16号)第167条の4の規定に該当しないこと。 

(イ)公告の日から企画提案書提出期限の日までの間に、大熊町の工事等の請負契約に

係る指名競争入札参加者の資格審査及び指名等に関する要項（昭和 61 年 10 月 21

日訓令第 1号）による入札参加制限中の者でないこと。 

(ウ)会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）の規定による更生手続開始の申立てをした

者若しくはなされた者（同法第 41条第 1項に規定する更生手続開始の決定を受け

た者を除く。）又は民事再生法（平成 11 年法律第 225 号）の規定による再生手続開

始の申立てをした者若しくはなされた者（同法第 33 条第 1項に規定する再生手続

開始の決定を受けた者を除く。）でないこと。 

(エ)破産法（平成 16 年法律第 75 号）に基づき破産手続き開始の申し立てがなされた

者及びその開始決定がなされている者（同法附則第 3 条 1 項の規定により、なお

従前の例によることとされる破産事件に係るものを含む。）でないこと。 

(オ)暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成 3年法律第 77 号）第 2条

第 2号に規定する暴力団（以下暴力団という。）に該当しないほか、次に掲げる者

でないこと。 
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A) 役員等（提出者が個人である場合にはその者を、提出者が法人である場合いは

その役員又はその支店若しくは常時契約をする事務所の代表者をいう。以下

同じ。）が暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第 2条第 6号に規

定する暴力団員（以下暴力団員という。） 

B) 暴力団又は暴力団員が経営に実質的に関与している者 

C) 役員等が自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損

害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどした者 

D) 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与する

など直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与して

いる者 

E) 役員等が暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している者 

(カ)町税を滞納している者でないこと。 

(キ)消費税又は地方消費税を滞納している者でないこと。 

(ク)宗教活動や政治活動を主たる目的とする法人及び団体でないこと。 

②共同事業体 

(ア)上記（１）①に掲げる条件を満たしている者により構成されること。 

(イ)構成員は、代表者となる事業者を決め、代表者は全体の意思決定、管理運営にすべ

ての責任を持つこと。 

(ウ)代表者は業務責任者が所属する事業者であること。 

 

（2）実施要領等の入手方法 

本プロポーザルに係る様式等については、大熊町のホームページからダウンロード

して入手すること。なお、大熊町役場の窓口又は郵送等での配付は行わない。 

 

  



3 

 

4 スケジュール及び様式一覧 

（1）スケジュール 

項 目 日 程 

公募開始 令和 7年 4月 18 日（金） 

質問受付期限 令和 7年 4月 25 日（金）12:00 まで 

質問回答 令和 7年 4月 30 日（水） 

参加申請書提出期限 令和 7年 5月 9日（金）16:00 まで 

資格審査の結果通知 令和 7年 5月 13 日（火） 

企画提案書提出期限 令和 7年 6月 3日（火）16:00 まで 

審査委員会（プレゼンテーション） 令和 7年 6月 11 日（水） 

※参加者多数の場合は日程を調整する可能性

があり、確定日時を別途通知する。  

審査結果の通知 令和 7年 6月 12 日（木）以降 

（2）様式一覧 

様式番号 項目 

様式第 1号 質問書 

様式第 2号 プロポーザル参加申請書 

様式第 3号 会社概要 

様式第 4号 守秘義務誓約書 

様式第 5号 業務実施体制書 

様式第 6号 暴力団等反社会的勢力でないことの表明・確約に関する同意書 

様式第 7号 参考資料配布希望書 

 

5 質問等の受付 

  質問は以下により受け付ける。 

（1）受付期限 令和 7年 4月 25 日（金）16:00 まで（必着） 

（2）提出方法  

質問書（様式第 1号）により、大熊町教育委員会生涯学習課宛てに電子メールにより提

出すること。電子メールの件名は「【質問書】デジタルアーカイブ利活用検証等業務」と

すること。なお、電話による質問は受け付けない。 

メール：shogaigakusyu@town.okuma.fukushima.jp(生涯学習課宛） 

（3）回  答  

質問に対する回答は、競争上の地位その他正当な利益を害する恐れのあるものを除き、

令和 7年 4月 30 日（水）に大熊町役場のホームページに公表する。なお、個別での回答

は行わない。 

 

mailto:shogaigakusyu@town.okuma.fukushima.jp
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6 プロポーザル参加申請書の提出 

プロポーザルに参加する意思のある者は、次のプロポーザル参加申請に関する書類を提

出し、本プロポーザルの参加に必要な資格確認を受けること。資格確認の結果について、後

日町から通知を行う。なお、この提出がない者の企画提案は受け付けない。 

（1）提出期限 令和 7年 5月 9日（金）16:00 まで（必着） 

（2）提 出 先 大熊町教育委員会生涯学習課 

（3）提出書類 

① プロポーザル参加申請書（様式第 2号） 

② 会社概要（様式第 3号） 

④ 参考資料配布希望書（様式第 7号）※参考資料の配布希望者 

⑤ 守秘義務誓約書（様式第 4号）※④を提出する場合 

（4）提出部数 

  印刷１部及び PDF データ 

（4）提出方法  

予め提出日時を連絡のうえ、PDF データは電子メール、印刷１部は郵送または持参に

より提出する。なお、PDF データは提出期限必着とし、印刷物は提出期限の消印有効と

する。 

（5）結果通知 

   参加資格の結果について、令和 7年 5月 13 日（火）に、申請書の提出を受けた電子

メール宛てに町から通知する。 
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7 企画提案書の提出 

  プロポーザルに参加する意思のある者は、次の企画提案に関する書類を提出期限まで

に提出すること。 

（1）提出期限 令和 7年 6月 3日（火）16:00 まで（必着） 

（2）提 出 先 大熊町教育委員会生涯学習課 

（3）提出書類 

① 企画提案書及び工程表 

（様式任意。但し、日本工業規格 A4 判、6枚までとする。一部 A3 判資料折込仕様

可とし、A3 用紙は 1枚につき A4 版 2 枚として換算する） 

② 事業経費積算書（様式任意。但し、日本工業規格 A4 版とする） 

③ 会社概要（様式第 3号）と、直近 2年分の決算書又は事業報告書（収支状況が分か

るもの） 

④ 守秘義務誓約書（様式第 4号）※参加申請時に提出の場合は不要 

⑤ 業務実施体制書（様式第 5号） 

⑥ 定款又は寄付行為の写し（法人格を有しない場合は、団体規約の写し等運営規約に

相当するもの） 

⑦ 法人登記簿の写し（申請受付日の 3ヶ月以内のもの） 

※法人格を有しない場合は、名称、所在地、資産の総額、代表者の氏名及び住所を

記載した書類。 

⑧ 暴力団等反社会的勢力でないことの表明・確約に関する同意書（様式第 6号） 

（4）提出部数 

     ・①～⑧につき、印刷 10部及び PDF データ 

（5）提出方法 

   PDF データは電子メール、印刷物は郵送または持参とする。 

   なお、PDF データは提出期限必着とし、印刷物は提出期限の消印有効とする。 
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8 企画提案書の内容 

  企画提案書は、以下の内容について作成すること。 

(1) 業務計画書 

仕様書に基づく業務のうち、実施フロー及び工程表の提案を行うこと。 

(2) テーマ課題 

 仕様書に基づく情報について、以下のそれぞれの対象者に向けた 3D コンテンツの概

要、事業スキーム及びランニングコストならびにその更新性等に言及した提案を行うこ

と。 

(ア)社会教育複合施設の来館者（令和 10 年度開館予定） 

(イ)大熊町外の避難先に居住する町民等 

 

※参考資料 

企画提案書の作成にあたり、参考資料を希望者に送付する。希望者は、参考資料配布希望

書（様式第 7 号）を参加申請書に含めて提出すること。 

なお、参考資料の配布は参加資格を満たしたもののみに、資格審査の結果通知とともに原

則デジタルデータで配布する。 
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9 企画提案書等の提出に際しての留意事項 

（1）失格又は無効 

   次の各号の一に該当する場合は、失格又は無効となる場合がある。 

① 提出期限を過ぎて企画提案書等が提出された場合。 

② 提出書類に虚偽の内容が記載されていた場合。 

③ 積算書が委託費の上限額を超過する場合 

④ 提出書類に不備があった場合。 

⑤ 審査の公平性に影響を与える行為があった場合。 

⑥ 当該業務の契約締結日までの期間内に、提案者（役員等）が刑法に定める容疑によ

り逮捕又は起訴された場合。 

⑦ 本要領に違反すると認められる場合。 

⑧ その他、町が予め指示した事項に違反した場合。 

（2）複数企画提案の禁止 

プロポーザル参加者は、複数の企画提案書の提出を行うことはできない。 

（3）辞退 

   提出書類を提出した後に辞退する場合には、辞退届（任意様式）を提出すること。 

（4）費用負担 

   プロポーザルに要する経費等は、全て参加者の負担とする。 

（5）提案者の匿名性（個別名の掲載の禁止）  

プレゼンテーション資料は企画提案資料のみとし、団体等の提案者を特定する情報

は掲載しないこと 

（5）その他 

① 提案の実現可能性を検討するため、必要に応じて提案者に対し、任意で追加資料の

提出を求めることがある。 

② 提出された企画提案書等は返却しない。 
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10 審査に関する事項 

（1）審査方法 

   町は本業務に関する審査委員会において提案内容を総合的に評価し、契約候補者（単

独随意契約候補者）を特定する。 

（2）審査の匿名性   

審査では、審査の公平性を担保するため、団体等の提案者を特定する情報が記載され

ていない提出物をもとに審査する。 

（3）一次審査 

有資格参加表明者からの企画提案書提出届が 6者以上からあった場合は、評価基準 

（別表）に基づいて企画提案書を評価し、二次審査対象者を 5者程度選定する。 

（4）審査会（プレゼンテーション） 

   企画提案書及び企画提案者からのプレゼンテーション形式により審査を行う。 

   本審査で特定された者を契約候補者とし、契約締結の手続きを行う。 

① 開催日時及び会場 

令和 7年 6月 11 日（水） 大熊町役場 2階 大会議室 

※企画提案者が審査会場に入室できる人数は 4名までとする。 

② 審査所要時間 

プレゼンテーション 20分以内、ヒアリング 15 分程度を目安とする。 

③ 評価基準 

下記の項目に基づいて評価・採点を行い、総合点数が最も高い提案者を選定する。 

なお、総合点数が同点の場合には、見積額が安価な提案者を上位とし、見積額も同

額の場合は審査委員会の合議により順位を決定する。 

④ 通知等 

町は審査結果を速やかに参加者に通知する。なお、審査結果や選定内容による異議

申し立ては受け付けない。 

⑤ その他 

・提案者が 1社のみの場合においても、本審査を実施する。 

・プレゼンテーションは、提出した企画提案書を基に行うこととし、企画提案書に 

記載のない新たな提案等は行わないこと。 

・プレゼンテーション当日の機器等の準備については、開催日時と合わせて別途通 

知する。 
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【評価基準】 

区分 評価項目 評価の視点 配点 採点 

1.業務実績 業務実績 
関連業務の業務実績及び本業務で必要な知見、専門

知識、ノウハウを有しているか。 
10 

 

2.事業計画 
(1)コンテンツ  

交流機能の実現可能性及び具体性があるか。 20  

利用可能な想定端末の具体性があるか。 10  

高精細なビジュアルを担保できる工夫があるか。 20  

空間内の操作性及び動作負荷が考慮されているか。 10  

(2)検証評価 コンテンツの検証評価方法の妥当性はあるか。 20  

4.業務価格 業務価格 積算額は妥当か。 10  

 

【4.業務価格の評価】 

以下の算式により換算し、得点を付与する。なお、得点化の際は、小数点以下を切り捨て

るものとする。 

 価格点＝10点×（全提案者中の最低積算額／当該提案者の積算額） 

 

【評価方法】 

 評価項目毎に評価点を付す。 

 

【評価点の算出式】 

 評価する審査委員の評価点の総合点数 
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11 契約の締結等 

（1）仕様書の協議等 

特定した契約候補者と町が協議し、委託契約に係る仕様を確定した上で契約を締結

する。 

（2）契約金額の決定  

   契約金額は協議結果に基づき仕様書を作成し、これに基づき改めて見積書を徴取し

決定する。なお、見積金額は提案時の積算額を超えないものとする。 

（3）その他 

   契約候補者と町との間で行う協議が整わない場合、又は契約候補者が契約を辞退し

た場合は、審査結果において総合点数が次点であった提案者と協議する。 

 

12 問い合わせ先及び各種書類の提出先 

  大熊町教育委員会 生涯学習課  

〒979-1306 福島県双葉郡大熊町大字大川原字南平 1717 

電話番号 0240-23-7194 

  ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ shogaigakusyu@town.okuma.fukushima.jp（生涯学習課宛） 

mailto:shogaigakusyu@town.okuma.fukushima.jp

